



福岡高裁平成21年５月19日判決 (平成20年 (行コ) 第21号遺族補償給付
及び葬祭料不支給処分取消請求控訴事件) 労働判例993号76頁
阿 部 未 央
Ⅰ. 事実




任渉外係に配置されることになった｡ (以下, この配置換えを ｢本件配
置転換｣ という)｡ この配置替えには, Aがガソリンの揮発臭が苦手で
あり, かねて給油所勤務から外れたいと思っていたところ, Aの父親の
口利きで金融業務への異動が決まったという経緯がある｡






同様に３億3500万円 (新人の場合には1億5000万円) とされた｡ 各支所
の貯金専任渉外係全員の長期共済の平均達成率は, ４月から７月までそ





れぞれ14.8％ (Aは0％), 27.7％ (Aは6.1％), 43％ (Aは6.1％), 51.8
％ (Aは9.1％) であり, Aはいずれも最下位であった｡ 年金共済の平均
達成率についても, Aは常に最下位であった｡














































質, 性格, 健康状態, 多分に主観的・個別的要素についても, それが当
該職場における通常の労働者の範疇から逸脱した全く特殊な事情という






心理的負荷が, 社会通念上, 客観的に見て, それのみで精神障害を発症



















ないこと, Aには ｢生来的にうつ病に対する親和性のある性格傾向｣ が
認められることからすると, 本件精神障害の発症につき, ｢同人の個体
側の反応性ないし脆弱性 (以下 ｢③の要因｣ という｡) が関係している
ものと見ざるを得ない｡｣
本件配置転換後の業務による心理的負荷 (①の要件) に関して検討す















荷を助長させたと推認できる｡ さらに, Aに対する援助体制につき, A
の執務状況等を把握し援助することも可能であったが, 十分には機能し
ていなかった｡ 以上からすれば, 本件精神障害は ｢まさに当該業務に内
在する危険の現実化と認めるべきものである｡｣






へ配置転換し, ノルマを達成できない状態が続くなかで, 精神障害 (う
つ病) を発症し自殺したことについて, 労災保険法に基づく ｢業務起因
性｣ の存否が争われた事件である｡
本判決の特徴は, 第１に, 労災の業務上認定における ｢心理的負荷の
強度の評価｣ に関する ｢平均的な労働者｣ の概念に, 当該労働者の主観




















２ ｢平均的な労働者｣ の射程 (判旨１)
(1) 判旨１は, 精神障害による自殺の業務起因性を判断する上で, ｢平
均的な労働者｣ の受け止め方を基準にするといっても, 多種多様な労働
者が存在することを前提として, 当該労働者の年齢, 経験などの客観的





(2) この点, これまでも業務起因性の判断にあたり, だれを基準に行
うのかが重要な論点の１つとされてきた｡ 裁判例の傾向としては一般的












下, これらをあわせて ｢平成11年通達｣ という｡
 菅野和夫 『労働法 第９版』 (有斐閣, 2010年) 393頁｡
まず, a)説として, ｢労働者の中には, 何らかの素因を有しながらも,
特段の勤務軽減までを必要としないで通常の勤務に就いている者も少な
からずいることから｣, ｢平均的な労働者にとどまる限り, 相対的に耐性







観点から, ある程度幅のある ｢平均｣ 解釈が許容されているといえる｡
なお, 平成11年通達では, ｢職種, 職場における立場や経験等が類似









 ①三田労働基準監督署長 (ローレルバンクマシン) 事件・東京地判平15･2･
12労判848号27頁｡
 ②さいたま労基署長 (日研化学) 事件・東京高判平19･10･11労判959号114頁｡
 ③国・大阪西労基署長 (NTT西日本大阪支店) 事件・大阪地判平19･5･23労
判950号44頁, ④名古屋南労基署長 (中部電力) 事件・名古屋高判平成19･10･3
1労判954号31頁, ⑤本事件・福岡地判平20･3･26労判964号35頁, ⑥国・北大阪
労基署長 (スターライト工業) 事件・大阪地判平20･5･12労判968号177頁 (ダ),
⑦国・渋谷労基署長 (小田急レストランシステム) 事件・東京地判平21･5･20
労判990号119頁｡ また, 単に ｢平均的労働者｣ とする裁判例として, ⑧国・北
九 州 西 労 基 署 長 ( テ ト ラ ) 事 件 ・ 東 京 地 判 平 21 ･ 2 ･ 26 労 判 990 号
163頁, ⑨国・中央労基署長 (日本トランスシティ) 事件・名古屋地判平21･5･
28労判1003号74頁｡





る範囲内の者)｣, ｢平均的労働者の最下限の者｣ 等がある｡ a)説と
の決定的な違いは, b)説が平均的労働者像のなかに ｢最下限｣ の者を取
り入れている点であり, b)説は ｢実質的には本人基準説｣ に限りなく
近い｡ b)説は, 認定のハードルをかなり引き下げる役割を果たしている
と評されている｡ なお, b)説のなかには, 当該労働者の個別的・主観
的側面にも注目し ｢当該労働者の置かれた立場や状況・性格・能力等｣
をも考慮すべきであるとするものがある｡








 ｢2010年10月15日 第１回精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会 議
事録｣ http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000x3zl.html参照｡
 ⑩豊田労基署長 (トヨタ自動車) 事件・名古屋地判平13・6・18労判814号64頁｡
 ⑪さいたま労基署長 (日研化学) 事件・東京地判平18･11･29労判936号69頁｡
 ⑫名古屋南労基署長 (中部電力) 事件・名古屋地判18･5･17労判918号14頁,
⑬江戸川労基署長 (四国化工機工業) 事件・高松地判平21･2･9労判
990号174頁｡
 東京大学労働法研究会編 『注釈労働基準法 下巻』 (有斐閣, 2003年) [岩村
正彦執筆]883頁｡ 同様に, ｢性格傾向が最も脆弱な者｣ が事前にわかっていな
い (通常はこういう場合が多いであろう) と基準がなくなり, 本人基準説と変
わらなくなるという批判がある (山口浩一郎 『労災補償の諸問題 (増補版)』
(信山社, 2008年) 118頁)｡
 安西愈＝西村健一郎＝玉木一成 ｢精神疾患による自殺認定と企業の損害賠償
責任｣ 労判924号8-9頁 (西村健一郎発言, 安西愈発言)｡
 前掲⑪事件判決｡
される｡ また, 本判決は, ｢使用者の認識｣ というこれまでに考慮され
てこなかった新しい要素も加味している｡ この立場に対しては, 以下の
２点から疑問が残る｡
第１に, 当該労働者の ｢主観的要素｣ を積極的に業務起因性判断にお
いて考慮する点である｡ もちろん, 労災補償制度は ｢当該労働者及びそ





ことから, 業務起因性判断においては, 社会通念上, 客観的にみて, 業
務に内在する危険が現実化したものであることが求められている｡ とす
れば, 当該労働者の資質, 性格, 健康状態といった個体側の主観的要素
を業務起因性判断において積極的に考慮することは, 上記制度の性格か
らみて疑問が残る｡












 この点を重視し, 本人基準説を支持するものとして, 佐久間大輔 『労災・過
労死の裁判』 (日本評論社, 2010年) 149-150頁等｡
 労働調査会・前掲注6)28頁, 120頁｡
 水町勇一郎 ｢労働者のうつ病自殺と業務起因性判断─国・福岡東労基署長
(粕屋農協) 事件｣ ジュリスト1413号126頁 (2010年)｡
場合には, 労災民訴とは異なり救済は常にゼロか100かという二者択一
であり, 使用者の無過失責任である以上, ｢使用者の認識｣ を加味する
ことには違和感がある｡
３ 業務による心理的負荷と個体側要因との競合 (判旨２および３)
(1) 判旨２は, ①業務による心理的負荷, ②業務以外の要因による心








(2) 複合的要因 (競合) が考えられる場合の認定方法として, 広く行
政実務で判断基準とされている平成11年通達の考え方によれば, 同判決
とは異なり次のような場合分けによって総合判断が行われる｡ まず, ①
の評価が ｢強｣ の場合にもそれだけで ｢業務上｣ 認定はせず, ②かつ③
が認められないことも検討した上で, 最終的に①が原因であるとして業
務上と判断する (A-1)｡ あるいは①の評価が ｢強｣ の場合で, ②また
は③が認められる場合には, ②または③が有力な原因となったと認めら
れる状況がないというときに業務起因性があると判断する (A-2)｡ し






 平成11年通達 ｢第３ 判断要件について(2)｣ は､ 業務による心理的負荷 (①)
に関して ｢おそれ｣ という表現を用いている｡ その理由は, 仮に ｢おそれ｣
という表現がないと①の要件を満たせばそれだけで精神障害を発病させる有力
され, ②③はそもそも検討されない (B), というのが平成11年通達の
立場である｡
(3) 本判旨の判断枠組みは, ①だけで発症する場合はそれだけで業務
起因性を肯定し, ②や③の検討を要しない点で, 平成11年通達 (A-1)
とは異なる｡ もっとも, 本件では, ①業務による心理的負荷だけで精神
障害を発症する事案であったと認定されているものの, ③個体側の要因
についても発症の原因となっていたかどうか検討がなされ, ③が認めら








されている｡ すなわち, ①と③が競合する場合, ③個体側の要因があ
ることを理由に業務 ｢外｣ 認定されたケースはないようである｡ また,
①が認められ業務 ｢上｣ 認定された事案のなかでも, うつ親和的な性格
傾向があるものの, 精神障害発症への寄与はないとして③を認めない裁







意味で ｢おそれ｣ という文言になっている (労働調査会・前掲注6) 126-127頁)｡
 この判断枠組みを支持する裁判例として, 前掲①事件判決, ⑦事件判決およ
び⑨事件判決等｡
 ⑭地公災基金神戸支部長 (長田消防署) 事件・神戸地判平成14･3･22労判827

























 前掲④事件判決, ⑯地公災基金静岡県支部長 (小学校教員・自殺) 事件・東
京高判平20･4･24労判998号57頁, ⑰公務外災害認定処分取消請求事件・大阪地
判平22･3･29判タ1328号93頁｡





 ⑱八女労基署長 (九州カネライト) 事件・福岡高判平19･5･7労判943号13頁
等｡
おける ｢個々の出来事の客観評価｣ の難しさを表すものでもある｡ つ






業務起因性の ｢明白性｣ (労規則35条 (i)) との整合性に問題が生じる
と考えるからである｡
４ 業務の日常性とストレスの捉え方 (判旨３)















 上田達子 ｢ストレス関連疾患の法的救済―補償と賠償の課題｣ 日本労働法学
会誌109号43頁 (2007年)｡
 たとえば, 本事案の被災労働者が発症した精神障害は ｢うつ病エピソード｣
とされているが, これは単一の (最初の) うつ病エピソードのみに用いられる























 ⑲公災基金岩手支部長 (平田小学校教諭) 事件・仙台高判平13･12･18労判
843号13頁｡
 前掲①事件判決｡
 ⑳公災基金高知県支部長 (南国市役所) 事件・高知地判平18･6･2労判926号
82頁｡ 同事案は, 市民税係の賦課事務作業に関する公務起因性が肯定された事
案である｡
 土浦労基署長 (総合病院土浦協同病院) 事件・水戸地判平17･2･22労判891
号41頁, 加古川労基署長 (東加古川幼稚園) 事件・東京地判平18･9･4労判
924号32頁, 国・真岡労基署長 (関東リョーショク) 事件・東京地判平18･11･










配転後の精神障害と労災認定 国・福岡東労働基準監督署長 (粕屋農協) 事件──阿部
95
(
八)
 山口・前掲注11)120頁｡
